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　 6 ％ 削 減 市 民 案 プ ロ ジ ェ ク ト と は 、 京 都 議 定 書 で 日 本 が 約 束 し た 2 0 0 8 ～ 1 2 年 の 間 に 6

％ 削 減 す る と い う 目 標 へ 向 け て 、 温 暖 化 防 止 を 進 め る 政 策 を 提 案 す る た め に 、 環 境

N G O ・ 気 候 ネ ッ ト ワ ー ク が 中 心 に な っ て 進 め て き た プ ロ ジ ェ ク ト で す 。 提 案 で は 日 本 政

府 の 政 策 に 代 わ る も の （ 代 替 案 ） と し て 、 政 治 的 ・ 経 済 的 な 実 現 の 可 能 性 を 考 慮 し つ つ 、

た だ ち に 実 行 で き る 政 策 ・ 措 置 を 示 し て い ま す 。 2 0 1 0 年 ま で の ６ ％ 削 減 は 、 こ こ に 掲 げ

ら れ た 政 策 ・ 措 置 を 早 急 に 実 施 す れ ば 、 「 森 林 吸 収 」 や 「 京 都 メ カ ニ ズ ム 」 に 頼 る こ と な

く 、 国 内 対 策 だ け で 十 分 に 実 現 で き ま す 。 こ の 提 案 を 通 じ て 新 た な 温 暖 化 防 止 政 策 を 築

き、6％削減を実現することは、持続可能な社会へ向かう第一歩となるでしょう。

できる！６％削減
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６％削減市民案の概要

　 政 府 の 政 策 で は 環 境 政 策 が 後 回 し に さ れ 、 温 暖 化 政 策 と 称 し て い る

も の は 既 存 の 政 策 の 寄 せ 集 め に す ぎ ま せ ん 。 そ の 内 容 は C O 2 を 9 0 年

レベルに戻すことすらできそうもない破綻したものです。

　 本 プ ロ ジ ェ ク ト で は 、 機 器 な ど の 効 率 向 上 や 脱 代 替 フ ロ ン へ の 転 換

な ど の 取 り う る 技 術 対 策 の 評 価 を 、 ま た 自 動 車 の 交 通 量 抑 制 な ど エ ネ

ル ギ ー の 需 要 を 抑 制 す る 対 策 の 評 価 を 行 い ま し た 。 こ れ に よ り C O 2 と

代 替 フ ロ ン 等 （ H F C ・ P F C ・ S F 6 ） そ れ ぞ れ で 6 ％ 以 上 の 削 減 （ C O 2 対 策

で は 6 . 1 ％ 、 代 替 フ ロ ン 等 対 策 で は 1 . 3 ％ の 削 減 ） が 可 能 で あ る と い う

結 果 を 得 ま し た 。 さ ら に 、 こ れ を 実 現 す る た め の 政 策 ・ 措 置 や 、 実 施 を

確実にする検討・点検システムも提案しています。

　 C O 2 削 減 政 策 と し て は 、 電 力 買 い 取 り 保 障 制 度 な ど に よ る 再 生 可 能

エ ネ ル ギ ー の 普 及 支 援 や 石 炭 利 用 を 抑 制 す る 政 策 、 工 場 ・ 建 物 ・ 機

器 ・ ク ル マ な ど の 省 エ ネ を 強 化 す る 政 策 、 建 物 ・ 機 器 の 長 寿 命 化 を 促 す

政 策 な ど を 進 め る と と も に 、 全 体 を 後 押 し す る 政 策 と し て 炭 素 税 の 導

入も提案しています。

　 代 替 フ ロ ン 等 の 削 減 政 策 と し て は 、 工 場 で の 漏 洩 規 制 、 回 収 ・ 破 壊 の

義 務 付 け と 費 用 負 担 、 脱 代 替 フ ロ ン へ の 転 換 を 促 す 課 税 、 な ど を 提 案

しています。

　 す な わ ち 、 こ の よ う な 政 策 ・ 措 置 を 早 急 に 実 施 し 、 実 現 可 能 な 技 術 対

策 ・ 需 要 側 対 策 を 実 行 す れ ば 、 「 森 林 吸 収 」 や 「 京 都 メ カ ニ ズ ム 」 を 利

用 せ ず に 、 C O 2 と 代 替 フ ロ ン 等 の 削 減 で 2 0 1 0 年 に ６ ％ 以 上 削 減 で き

ま す 。 ま た 、 こ れ ら を 実 施 す る こ と で 、 大 き な エ ネ ル ギ ー コ ス ト の 削 減 を

もたらすなど、経済の活性化へつながります。 - 7 . 4 ％合計

-1.3％HFC・PFC・SF6

-6.1％エネルギー起因CO2

削減率内容

本プロジェクトの検討結果

環境政策は政策の柱

対策を
確実にする

政策の
導入

毎年の
進捗状況を
点検する
システム

６％の着実な達成

取りうる技術対策と
需要抑制対策の実現

2000年10月29日



１．日本政府の政策と問題点　　　　　　　　　

2000年目標達成は絶望的

京都会議後もほとんど何も対策を取っていない

　

①国内で削減せず、海外あるいは机上での削減に大半を依拠

　 新 た な 国 内 政 策 を 導 入 す る 代 わ り に 加 え ら れ た の は 、 森 林 等 の 吸 収 で 3 . 7 ％ 分 、 京 都 メ カ ニ ズ ム （ 排 出 量 取 引 ・ 共 同 実 施 ・

ク リ ー ン 開 発 メ カ ニ ズ ム ） で 1 . 8 ％ 分 を 得 て く る と い う 、 い わ ば 抜 け 穴 頼 み の 方 策 で す 。 ま た 、 代 替 フ ロ ン 等 （ H F C ・ P F C ・ S F 6 ）

は、逆に2％の排出増 （HFCなど3ガスだけでみると5割増） を容認しました（下図）。

②新たな政策が極めて少ない

　 最 も 大 き な 排 出 割 合 を 占 め る C O 2 の 排 出 を 削 減 す る 政 策 は 、 京 都 会 議 前 の 9 7 年 1 0 月 か ら 何 も 変 わ っ て い ま せ ん 。 京 都 議

定 書 で 6 ％ 削 減 を 約 束 し た 後 で も 、 エ ネ ル ギ ー 起 因 の C O 2 目 標 は 9 0 年 比 で 安 定 化 （ ± 0 ％ ） と い う 不 十 分 な ま ま で す 。 9 8 年 に

は 「 省 エ ネ 法 」 の 改 正 や 「 長 期 エ ネ ル ギ ー 需 給 見 通 し 」 の 改 定 を 行 い ま し た が 、 こ れ ら も 原 発 2 0 基 増 設 に よ る 「 ０ ％ 」 方 針 に 対

応 す る も の に 過 ぎ ま せ ん 。 9 8 年 に で き た 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 法 に も 具 体 的 な 削 減 は 期 待 で き ま せ ん 。 つ ま り 、 京 都 会 議 か ら

３年がたとうとしている今でも６％削減に十分な政策を取ろうとしていないのです。

③温暖化を含む環境政策が軽視され、逆行する政策を改めていない　

　 大 綱 の 中 の 政 策 ・ 措 置 は 、 地 球 温 暖 化 対 策 と 関 係 な い 従 来 か ら あ る 施

策 が ほ と ん ど で す 。 そ の 極 端 な 例 は 「 道 路 建 設 」 で 、 渋 滞 を 緩 和 す る と い

う 名 目 で 温 暖 化 対 策 と し て 進 め ら れ て い ま す が 、 実 際 に は 逆 効 果 を も た

ら す と 問 題 視 さ れ て い ま す 。 こ の よ う に 温 暖 化 政 策 が 不 十 分 な の は 、 全

体 の 中 で 温 暖 化 を 含 む 環 境 政 策 の 優 先 度 が 低 く 、 他 の 政 策 が 優 先 さ れ

て い る た め で す 。 景 気 回 復 の た め と 称 し 従 来 型 公 共 事 業 が 野 放 図 に 行

われ続けているのはその代表的な例です。

④意思決定過程が不透明で、対策を点検して改定
する仕組みがない

　 政 府 の 現 在 の ６ ％ 削 減 の 割 り 振 り 案 は 、 C O P 3 の 終 盤 に 密 室 で 算 出 さ

れ た と 言 わ れ て い ま す 。 C O P 3 後 、 政 府 の 公 式 な 方 針 と し て そ の ま ま 地

球 温 暖 化 推 進 大 綱 に ま と め ら れ ま し た が 、 ど の よ う な 基 準 で 決 め ら れ た の か 分 か ら な い ま ま で す 。 ま た 、 大 綱 に つ い て 行 わ れ

る点検は各省庁の業務を報告するだけで進捗具合はわからず、不十分な所を改定していく仕組みがありません。
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政 府 は 1 9 9 0 年 に 、 一 人 当 た り C O 2 排 出 量 を 2 0 0 0 年 以 降 に 9 0 年 レ ベ ル に 安 定 化 す る と い う 目 標 を 立 て

ま し た （ 地 球 温 暖 化 防 止 行 動 計 画 ） が 、 9 8 年 度 の 排 出 量 は 9 0 年 比 で 約 5 . 6 ％ も 増 加 し て し ま い ま し た 。

99年度はさらに増加すると予想され、その達成は絶望的です。

京 都 会 議 （ C O P 3 ・ 9 7 年 1 2 月 ） で は 、 日 本 は 2 0 0 8 ～ 1 2 年 に C O 2 な ど 6 種 類 の 温 室 効 果 ガ ス に つ い て 、 基

準 年 （ C O 2 ・ 9 0 年 、 代 替 フ ロ ン 等 9 5 年 ） か ら 6 ％ 削 減 す る こ と を 約 束 し ま し た 。 そ の 後 、 政 府 は 9 8 年 6 月 に 「 地

球温暖化対策推進大綱」を決定しましたが、以下のような問題があります。

国際交渉
による分 排出量取引、共同実施、クリーン開発メカニズム（CDM）

森林などの吸収源

国内での
削減

代替フロン等（HFC・PFC・SF6）

「革新的技術開発」「国民各層の更なる努力」

メタン・一酸化二窒素・エネルギー起因以外のCO2

エネルギー起因のCO2

－6％以上

－6.0％以上

±0％（検討せず）

－0.24％以上※

見込まず

使わず

見込まず

内　容
本プロジェクトの

考え方

政府

  合　計

COP3後に
追加され
た部分

COP3前か
ら変わら
ない部分

備考

－6.0％

－1.8％

－3.7％

＋2.0％

－2.0％

－0.5％

±0.0％

数値

(※HFC等3ガスで-6％以上は、6ガスを分母にすると-0.24％以上の削減となる)

地球温暖化防止行動計画の対策の削減効果分析

逆効果 78.0％

別リスク 3.8％

対象外 4.5％

（1995年度、金額ベースの％）

（人件費など）

（原発など）

（道路建設など）

効果不明 5.0％

効果あり 8.7％



2．できる！６％削減　…本プロジェクトの検討結果　　　　　　

①６％以上の削減を実現する提案
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本プロジェクトの基本的な考え方

①余裕を持たせて６％削減計画

　 ６ ％ 削 減 義 務 を 確 実 に 達 成 す る た め に 、 国 内 で 実

現 で き る 対 策 を 積 み 上 げ て い ま す 。 不 確 実 な も の

（ 技 術 革 新 や 個 人 の 努 力 に 期 待 さ れ る も の ） や 海 外

から得られるものは「6％削減」には含めません。

②京都メカニズム・吸収源は使わない

　 吸 収 源 は 、 科 学 的 な 不 確 実 性 が 大 き く 、 議 定 書 へ

の 算 入 に つ い て 国 際 的 な 合 意 を 得 て い な い た め 、

計算に含めません。

　 京 都 メ カ ニ ズ ム の う ち 「 国 際 排 出 量 取 引 」 は 、 削 減

努 力 に よ ら な い ホ ッ ト エ ア を 購 入 す る こ と に な る 問 題

が あ る の で 算 入 し ま せ ん 。 ま た 、 「 共 同 実 施 」 と 「 ク リ

ー ン 開 発 メ カ ニ ズ ム 」 は 、 日 本 国 内 の 削 減 を 緩 め る

た め 、 良 い 事 業 に よ る も の で も 「 ６ ％ 削 減 」 に は 含 め

ません。

③ C O 2 と H F C ・ P F C ・ S F 6 そ れ ぞ れ で ６ ％ 以

上削減

（ ※ エ ネ ル ギ ー 起 因 以 外 の C O 2 ・ メ タ ン ・ 一 酸 化 二

窒素はここでの検討に加えていません）

④持続可能な社会を目指す

　 京 都 議 定 書 の 6 ％ 削 減 （ 2 0 0 8 ～ 1 2 年 ） を 対 象 に し

て い ま す が 、 2 0 1 3 年 以 降 に は も っ と 大 き な 削 減 を

し 、 中 長 期 的 に 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 に つ な げ る

よう考慮しています。

早 い 段 階 で 、 省 エ ネ な ど の 技 術 対 策 を 実 行 し 、 交 通 や 家 庭 な ど 利 用 す る 側 で の エ

ネ ル ギ ー の 需 要 を 抑 え る 対 策 を 促 進 す れ ば 、 森 林 吸 収 分 を 含 め な く て も 、 2 0 1 0 年

に国内で6％以上の削減は十分に達成できるという結論になりました。

　 本 プ ロ ジ ェ ク ト で は 、 今 の 政 策 で は 温 暖 化 対 策 に な

ら な い と 考 え 、 そ れ に 代 わ る 政 策 ・ 措 置 を 提 案 し て い ま

す 。 エ ネ ル ギ ー 消 費 か ら 出 る C O 2 と 代 替 フ ロ ン 類 を そ

れ ぞ れ で 2 0 1 0 年 ま で に 6 ％ 以 上 削 減 す る こ と を 目 指 し

て 、 効 率 向 上 な ど の 技 術 対 策 や 需 要 の 削 減 な ど の 早

期 に 導 入 で き る 対 策 の 可 能 性 と 、 そ れ を 促 進 す る 政

策・措置を検討しました。

さまざまな環境政策・措置

京都議定書の目標達成と
経済発展の両立

過 剰 な エ ネ ル ギ
ー 消 費 な ど 需 要
を抑える対策

効 率 の 改 善 と 省
エ ネ や 脱 代 替 フ
ロ ン 等 の 技 術 の
普及・促進

1132.31223.3

122.0
（検討せず）

122.0
メタン・一酸化二窒素・
エネルギー起因以外のCO2

エネルギー起因のCO2

HFC・PFC・SF6

978.0

32.348.5

目標年2010年
排出量見通し

基準年
排出量

1052.8

－1.3％

内　容

  合計 －7.4％

±0.0％
（同左）

－6.1％

削減率

　本プロジェクトの検討結果　（単位・CO2換算百万トン）



②技術対策や需要側の対策の検討

　 す ぐ に 実 施 で き る 様 々  な 技 術 対 策 な ど に つ い て 検 討 し た 結 果 、 政 府 の 見 通 し よ り 大 き な 削 減 が 可 能 な

技術や需要側の対策がかなり多くあることがわかりました。

③排出実績と削減の見通し

　 検 討 の 結 果 、 エ ネ ル ギ ー 起 因 の C O 2 と 代 替 フ ロ ン 類 は そ れ ぞ れ 以 下 の よ う に 削 減 で き 、 技 術 対 策 ・ 需 要 対 策

を実行すれば、2010年までに余裕を持って6％以上削減できることがわかりました。

④対策にかかるコストと節約できるコスト

　 コ ス ト に は 、 技 術 の 導 入 の 時 に か か る コ ス ト

（ 出 費 ） と 、 そ の 技 術 に よ っ て エ ネ ル ギ ー 消

費が節約されるコスト(得する分）があります。

　 エ ネ ル ギ ー 起 因 の C O 2 に つ い て 、 本 プ ロ ジ

ェ ク ト の 提 案 の う ち コ ス ト が わ か る も の を 比 較

し た と こ ろ 、 約 3 兆 円 の 投 資 に 対 し 約 6 兆 円

の 燃 料 コ ス ト 削 減 が で き る い う 結 果 に な り ま し

た。

　 得 に な り 、 削 減 量 も 大 き い の は 「 機 器 の 効

率 向 上 」 と 「 自 動 車 燃 費 の 改 善 」 で す 。 ハ イ

ブ リ ッ ド 車 や 太 陽 光 パ ネ ル な ど 新 し い 技 術

以外は得をするものばかりです（図）。

　温暖化対策は経済的にもプラスなのです。
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ハイブリット車240万台（政府＝100万台）クリーンエネルギー自動車を政府より普及させる

鉄鋼業　5.5％向上（政府＝0％）
セメント製造業　3％向上（政府＝0％）

産業の省エネを政府より進める

冷蔵庫47％（政府＝30.4％）
テレビ40％（政府＝16.4％）
ガソリン乗用車54.9％（政府＝22.8％）

セメント生産量
8200万トン（政府＝1億500万トン）

機器の省エネを政府より進める

生産量の見通しを妥当にする

＜CO2削減についての政府案との主な違い＞

＜エネルギー起因のCO2排出量＞

124.5

138.2

民生業務部門
263

1990年比増減

合計

212.4

490.1

77.3

－7 . 1 ％

978.0

±0％

10531052.8

210.2249運輸部門

138.7

124.2

424.9

80.0

461

81

目標年・2010年

民生家庭部門

産業部門

エネルギー転換部門

基準年
1990年度

本プロジェクト政府目標

　　　　年度
物質

本プロジェクト政府

目標年・2010年基準年
1995年

－3 3 . 4 ％＋5.2％

32.351

1995年比増減

48.5合計

6.5

10.6

15.2

8

13

30

17.3

11.4

19.8

SF6

PFC

HFC

＜代替フロン等3ガスの排出量＞

(単位：CO2換算百万トン）

自動車の
燃費向上

機器の効率
向上
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熱
温
水
器
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力
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電

建
物
の
省
エ
ネ

産
業
の
省
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ネ

ハイブリッド
車
・天然ガス車
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パネル

縦軸・CO2を1トン削減するの
に
　　　必要なコスト(万円/t-
C)
（プラス・損）
（マイナス・得）

横軸・
CO2削減
量
(万t-C)

０

＋10

－10

1000 30002000

（※この図のCO2は炭素換算）



３．対策と削減量と政策・措置の整理　　　　　　　　

　 本 プ ロ ジ ェ ク ト で 検 討 し た 対 策 （ A ） と 、 そ の 対 策 に よ る 2 0 1 0 年 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 削 減 量 （ B ） 、 こ れ ら の 対 策 を

実現するための政策・措置（C）、この3つの関係をわかりやすく整理すると、下の表のようになります。

４．本プロジェクトが提案する政策・措置　　　　　　
　　本プロジェクトでは、６％削減のために以下のような政策の提案をしています。
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代替フロン対策

CO2
（エネ
ルギー
起因）

区分
対象
ガス

⑧ 交 通 需 要 マ ネ ジ メ ン ト ― ロ ー ド プ ラ イ シ ン グ
＆乗り入れ規制
（ 他 に 、 物 流 の 鉄 道 ・ 海 運 へ の シ フ ト と 効 率
化、公共交通の拡充など）

3060万トン

4360万トン
⑥機器・自動車の省エネ強化
⑨自動車税制のグリーン化（燃費基準化）

自動車交通量の削減

自動車燃費の改善

自動車
の対策

1870万トン

①工場や製造時の規制、大気への放出禁
止・回収義務付けの法制度
② 地 球 温 暖 化 の 強 さ に 応 じ た 代 替 フ ロ ン 課 税
と転換への財政支援

( 直 接 の 削 減 量 は 見
込まず）

　企業や家庭での削減
総合的
対策

⑦ 建 築 物 （ ビ ル ・ 住 宅 ） の 省 エ ネ 基 準 の 建 築
基準法への組み込みと支援措置

⑥機器・自動車の省エネ強化

1780万トン

2730万トン

建物の断熱効率の改善

家庭やオフィスの
電気製品等の効率の改善

工 場 や 家 庭 で 使 う 電
力 の C O 2 排 出 原 単
位の改善による削減

6410万トン

発電自体での削減
1350万トン

（B）削減量

再生可能エネルギーの拡大
石炭から天然ガスへの転換

工場などの製造業の
エネルギー効率の改善

長寿命化・過剰消費抑制
による素材生産削減

建物・電
気製品
の対策

（A）効率改善（技術対策）
と需要削減の対策

工場の
対策

発電など
の対策

⑩炭素税の早期実施

③工場・事業場の省エネ強化（省エネ法改正）
④ 経 団 連 環 境 自 主 行 動 計 画 の 協 定 化 と 内 容
強化

1870万トン
⑤ 建 物 ・ 製 品 の 長 寿 命 化 ・ リ ユ ー ス や 公 共 事
業の吟味を促進する政策・措置

（C）対策を実現するための政策・措置

① 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 促 進 の 法 制 度 ＆ 支 援
制度
② 石 炭 課 税 ＆ 石 炭 火 力 の C O 排 出 原 単 位 目
標

工場などでの漏洩削減
使用後の回収・破壊

自然物質や他技術へ転換

3590万トン

　 （ ※ C O 2 の 削 減 量 は 本 プ ロ ジ ェ ク ト 試 算 の 現 状 推 移 ケ ー ス か ら の も の 、 代 替 フ ロ ン は 政 府 対 策 か ら の 削 減 量 で す 。 な 　
　　　お、6つの温室効果ガスの京都議定書の基準年の総排出量は12億2330万トンです。）

　＊　電力の買い取り保障制度などで再生可能エネルギー普及促進を支援

　＊　石炭利用の抑制、天然ガスへの転換促進

　＊　工場・建物・クルマ・オフィス機器・家電などで大幅に省エネ強化

　＊　クルマの交通量削減・公共交通機関への転換を促進

　＊　建物・機器の使用の長寿命化を支援

　＊　代替フロンを抑制・削減し、自然物質への転換を支援

　＊　炭素税を早期に導入して、企業や家庭の温暖化対策を後押し
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①再生可能エネルギー促進の法制度＆支援制度

　 風 力 ・ 太 陽 光 ・ バ イ オ マ ス ・ 小 水 力 な ど の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に よ る 事 業 を 飛 躍 的 に 拡 大 さ せ る た め に 、 こ れ ら

のエネルギーによって発電された電気を適切な価格で買い取ることを保障する法制度が早急に必要です。

　また、買い取り価格への補助を行い、設備の設置への補助制度も拡充する必要があります。

②石炭課税＆石炭火発のC O 2 排出原単位目標

　 他 の 化 石 燃 料 よ り 安 く 、 税 も 課 さ れ て い な い 石 炭 は 、 コ ス ト 面 か

ら 利 用 が 促 進 さ れ て い ま す 。 そ こ で 、 ( 1 ) 石 炭 利 用 を 減 ら し て い く た

め の 炭 素 含 有 量 当 た り で 原 油 と 同 等 の 課 税 、 ( 2 ) 石 炭 火 力 発 電 所

の 発 電 効 率 を 上 げ て C O 2 排 出 量 を 大 幅 に 減 ら す た め の 発 電 量 当

た り の C O 2 排 出 量 規 制 の 導 入 、 を 提 案 し ま す 。 こ れ ら に よ り 石 炭 か

ら 他 の 燃 料 へ の 転 換 を 進 め 、 従 来 と は 違 う 方 向 性 を 作 っ て い く こ

とができます（図）。

③工場・事業場の省エネ強化（省エネ法改正）

　 省 エ ネ 法 に よ る 工 場 ・ 事 業 場 の エ ネ ル ギ ー 原 単 位 を １ ％ 向 上 さ せ る と い う 努 力 目 標 は 、 ほ と ん ど 達 成 さ れ て い ま

せ ん 。 定 め ら れ た 基 準 値 を 計 測 し て い な い 工 場 も あ り ま す 。 不 遵 守 へ の 対 応 措 置 の 適 用 基 準 を 明 確 に し た 上 で 、

達成できていない工場の名前の公表や改善命令、その後の対応によって罰則を強化することを提案しています。

④経団連環境自主行動計画の協定化と内容強化

　 経 団 連 環 境 自 主 行 動 計 画 は 政 策 の 中 で 産 業 部 門 の 対 策 と 位 置 付 け ら れ て い ま す が 、 努 力 目 標 で 実 効 性 の 担

保 が 何 も あ り ま せ ん 。 目 標 も 全 体 で 9 0 年 比 安 定 化 （ ０ ％ ） と 、 京 都 議 定 書 の 目 標 に 比 べ て と て も 低 い も の で す 。 産

業 界 の 取 り 組 み を 確 実 な も の と す る た め に 、 産 業 界 は 基 準 に し た が っ て 数 値 目 標 な ど を 定 め 、 政 府 と 協 定 を 結 ぶ

こ と が 必 要 で す 。 協 定 に 参 加 す る 企 業 に は 省 エ ネ 法 強 化 の 適 用 免 除 を 、 ま た 参 加 し な い 企 業 に は 企 業 名 の 公 表

な ど の 措 置 を 実 施 す る こ と と し ま す 。 ま た 充 実 し た モ ニ タ リ ン グ 措 置 の も と に 毎 年 点 検 し 、 未 達 成 の 場 合 に は 、 政

府 調 達 に お け る 不 利 益 措 置 や 協 定 化 に 代 わ る 規 制 な ど の 措 置 も 必 要 で す 。 企 業 間 の 取 引 制 度 な ど に よ る 共 同

達成は各企業・業界の任意に任されます。

⑤建物・製品の長寿命化・リユースや公共事業の吟味を促進する政策・措置

　 C O 2 排 出 量 の 多 い 鉄 鋼 や セ メ ン ト な ど の 素 材 系 産 業 で は 、 大 量 生 産 ・ 大 量 消 費 ・ 大 量 廃 棄 社 会 の も と で 過 剰

生 産 が 促 さ れ て き ま し た 。 過 剰 ・ 不 要 な 部 分 を ス リ ム 化 す る こ と は C O 2 削 減 の た め に も 重 要 で す 。 建 物 や 製 品 の

寿 命 を の ば す た め に は 、 ラ ベ ル 表 示 を し た り 、 拡 大 生 産 者 責 任 の も と に 実 施 す る 長 寿 命 化 や り ユ ー ス の た め の 技

術 開 発 や 設 備 投 資 を 促 す 支 援 策 が 必 要 で す 。 ま た 、 日 本 で は 素 材 消 費 が 多 い 公 共 事 業 が 諸 外 国 の 数 倍 も あ る

ので、見直しを行う仕組みを制度化することも必要です。

⑥機器・自動車の省エネ強化（省エネ法改正）

　 省 エ ネ 法 の 「 ト ッ プ ラ ン ナ ー 方 式 」 は 仕 組 み 自 体 は 評 価 で き ま す が 、 基 準 が 低 す ぎ た り 対 象 除 外 の 機 器 （ 暖 房 機

器 ・ フ ァ ク ス な ど ） が 多 い な ど の 問 題 が あ り ま す 。 こ れ を 改 善 す る た め に 、 定 期 的 に 値 を 見 直 し 、 あ わ せ て 待 機 電 力

の基準強化や対象範囲の拡大を図り、ラベル表示をよりわかりやすくすることを提案しています。

　C O 2 削減を進める1 0 の政策・措置

再生可能エネルギーの
拡大、石炭火発の抑制
＆天然ガスへのシフト

石炭火発の増加を放
置しつつ、

原発の非現実的な大
幅増設

CO2排出増、
放射性廃棄物増大

CO2排出削減、
原子力漸減

＜本プロジェクト＞ ＜政府＞

現状



7

  －　炭素税提案の概要 －

＜導入時の税率＞ 　炭素１トン当たり3000円程度

　　　　　　　　　　　　　　（ガソリン1リットル当たり約２円）

＜税収＞　　1兆1～2千億円

＜ 使 途 ＞ 　 企 業 な ど の 温 暖 化 対 策 へ の 提 案 公 募 方 式 に

よ る 財 政 支 援 ・ 政 府 の 温 暖 化 政 策 予 算 な ど （ 導 入 初 期 は 再

生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 促 進 や 産 業 設 備 の 減 価 償 却 の 前 倒 し

な ど に 利 用 。 た だ し 温 暖 化 対 策 の 財 源 は こ れ に 限 ら な い 。 ま た

吸収源対策や海外からの排出枠購入には使わない。）

＜ 輸 出 入 ＞ 　 産 業 の 国 際 競 争 力 に 配 慮 し 、 輸 出 品 に は

戻し税、輸入品にはみなし課税を行う

＜レビュー＞　税率や使途は、定期的に見直す

⑦建築物（ビル・住宅）の省エネ基準の建築基準法への組み込みと支援措置

　 現 在 の 省 エ ネ 法 に お け る 建 築 物 の 省 エ ネ 基 準 は 努 力 規 定 で 、 基 準 を 満 た し て い る 新 築 の ビ ル ・ 住 宅 は 4 割 も

な い と い わ れ て い ま す 。 建 築 物 を 確 実 に 省 エ ネ 型 に し て い く た め に 、 省 エ ネ 基 準 を 建 築 基 準 法 の 中 の 義 務 と す

ることとします。また、省エネ型の建物にかかるコストを早期に回収できるよう補助が必要です。

⑧交通需要マネジメント － ロードプライシング＆乗り入れ規制

　 C O 2 排 出 が 増 加 し 続 け て い る 運 輸 部 門 （ 大 半 は 自 動 車 ） の 対 策 と し て 、 自 動 車 交 通 を 抑 制 し 、 他 の 交 通 機 関

へ 利 用 を シ フ ト し て い か な け れ ば な り ま せ ん 。 ３ 大 都 市 圏 な ど で 乗 用 車 の 移 動 を 抑 え 、 公 共 交 通 へ シ フ ト さ せ る た

めに、政府の政策に含まれていないロードプライシング＆乗り入れ規制を提案しています。

⑨自動車税制のグリーン化（燃費基準化）

　 効 率 の よ い 自 動 車 の 普 及 を 後 押 し す る 仕 組 み も 重 要 で す 。 消 費 者 に 燃 費 の い い 自 動 車 を 選 択 す る 経 済 的 な

イ ン セ ン テ ィ ブ を 与 え る よ う 、 自 動 車 の 購 入 時 ・ 保 有 時 に か か る 税 を 燃 費 の い い 車 は 安 く 、 悪 い 車 は 高 く す る 、

自動車税制のグリーン化（燃費基準化）を実施する必要があります。

⑩炭素税の早期（2 0 0 2 年）実施

　 こ こ で 提 案 す る 炭 素 税 は 、 6 ％ 削 減 に 必 要 な

削 減 量 を 直 接 見 込 む も の で は な く 、 企 業 や 家 庭

な ど の 取 り 組 み 全 体 を 後 押 し し 、 技 術 開 発 や 投

資 行 動 な ど へ の 波 及 効 果 を 期 待 す る も の で す 。

ま た 、 税 収 は 温 暖 化 対 策 の 財 源 の 一 部 と し て の

役 割 も 果 た し ま す 。 税 率 は 中 小 企 業 や 家 庭 で

省 エ ネ す れ ば 節 約 で き る 程 度 で 、 金 銭 的 負 担

は大きくありません。

　 長 期 的 に は 税 財 政 全 体 の グ リ ー ン 化 を 進 め る

こ と が 必 要 で あ り 、 こ の 炭 素 税 は 総 合 的 税 制 改

革の第１歩です。

①工場や製造時の規制・大気への放出禁止・回収義務付けの法制度

　 代 替 フ ロ ン は 、 中 期 的 に ゼ ロ に す べ き 人 工 の 化 学 物 質 で す が 、 国 内 で は 放 出 の 禁 止 や 回 収 の 義 務 付 け を す

る 法 律 が あ り ま せ ん 。 そ れ ど こ ろ か 政 府 は 生 産 拡 大 を 容 認 し て い ま す 。 今 後 の 物 質 転 換 政 策 も 考 慮 し 、 工 場 や

製 造 時 の 規 制 ・ 大 気 へ の 放 出 禁 止 を 義 務 付 け る 法 律 を 制 定 し 、 回 収 ・ 破 壊 と メ ー カ ー の 費 用 負 担 を 義 務 付 け 、

スプレーや消火剤など大気中に直接放出されてしまう用途を禁止することが必要です。

②地球温暖化の強さに応じた代替フロン課税と転換への財政支援

　 代 替 フ ロ ン か ら 自 然 物 質 へ 転 換 す る た め に は 、 技 術 開 発 や 財 政 支 援 が 必 要 で す 。 そ こ で 地 球 温 暖 化 係 数

（GWP）に比例して代替フロンに課税し、その税収を自然物質への転換対策に充てることを提案しています。

H F C ・P F C ・S F 6 の削減を進める２つの政策・措置



５．地球温暖化防止対策を推進するための仕組み　　　

　 政 策 ・ 措 置 を 適 切 に 実 施 す る に は 、 そ れ を 推 進 す る 仕 組 み が 重

要 で す 。 本 プ ロ ジ ェ ク ト で は 、 問 題 の 多 い 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 本

部・大綱を廃止した上で、以下の提案をします。

①６％削減担保法の制定

　温暖化政策全般を規定し、６％削減を保証する法律を制定します。

②地球温暖化対策を推進するための機関を設置
　 行 政 ・ 自 治 体 ・ 産 業 界 ・ 専 門 家 ・ 環 境 N G O で 構 成 さ れ 、 強 い 権 限 を 持

つ 機 関 を 設 置 し ま す 。 省 庁 の 縦 割 り を 排 し 、 透 明 な プ ロ セ ス の 下 、 政 策

基準を明確化し、各政策の進捗状況を点検・見直しします。

６．お答えします！市民提案へのQ&A　　　　　　　　

　Q：景気への影響はどうでしょうか？

　 A ： 温 暖 化 対 策 が 経 済 成 長 を 阻 害 す る と い う の は 誤 解 で す 。 本 プ ロ ジ ェ ク ト で は 、 省 エ ネ 投 資 で 燃 料 代 が 浮 き 、 大 き く コ
ス ト 削 減 で き る こ と を 確 認 し ま し た 。 温 暖 化 対 策 に よ っ て 省 エ ネ 設 備 投 資 も 活 発 に な り 、 製 造 業 全 体 の 活 性 化 へ つ な が り ま

す。さらに、自然エネルギーなどの新しい環境産業の振興や雇用の増加も期待されます。

　Q：これらの政策を進めると国際競争力が落ちたり空洞化したりしないでしょうか？

　 A ： 環 境 対 策 が 企 業 の 競 争 力 を 阻 害 す る と い う 説 に 根 拠 は あ り ま せ ん 。 自 動 車 排 ガ ス 規 制 の 時 に は 、 自 動 車 会 社 は 世
界 最 高 の 排 ガ ス 防 止 技 術 を も の に し 、 世 界 最 高 の 競 争 力 を 持 つ に 至 り ま し た 。 温 暖 化 対 策 で も 環 境 政 策 強 化 で 省 エ ネ な ど

の 技 術 開 発 を 促 し 競 争 力 が 上 が る と 考 え ら れ ま す 。 企 業 が 海 外 に 移 転 す る 理 由 は 労 働 コ ス ト な ど で あ り 、 環 境 規 制 で 海 外 移

転した例はほとんどありません。なお本提案には国際競争力に配慮した炭素税の国境調整も含まれています。

　Q：石炭に課税や効率規制をして大丈夫なのでしょうか？

　 A ： 石 炭 は 温 暖 化 や 大 気 汚 染 を 引 き 起 こ す 燃 料 で す が 、 石 油 や 天 然 ガ ス に 比 べ て 極 端 に 安 い の で 広 く 使 わ れ て い ま
す 。 現 在 石 油 に か か っ て い る の と 同 じ 重 さ の 税 を 石 炭 に か け る の は 、 歪 み を 正 し 公 平 に す る た め で す 。 C O 2 排 出 の 効 率 規 制

も 大 気 汚 染 防 止 の 規 制 と 同 じ 考 え 方 を 温 暖 化 防 止 に も 適 用 す る だ け で す 。 燃 料 と し て の 選 択 肢 は 他 に 多 く あ り 、 石 炭 を 使 わ

なければならない理由はありません。なお現時点で代替のない鉄鋼の還元用途の石炭は当面非課税です。

　Q  :  原子力のシナリオはどのように描いていますか？

　A ：40年経過した原発は稼動していないと想定しています。今後の新規増設は一切見込んでいません。

　Q：代替フロンは温暖化係数（G W P）が高いので、税が重くなりませんか？

　 A ： 代 替 フ ロ ン の 税 は G W P 当 た り で C O 2 の 税 率 と 同 じ で あ り 、 特 に 重 く し て い る わ け で は あ り ま せ ん 。 自 然 物 質 へ の 移 行
が 進 め ば 、 フ ロ ン 税 の か か ら な い 環 境 に よ い エ ア コ ン や 冷 蔵 庫 が も っ と 安 く 販 売 さ れ ま す 。 な お フ ロ ン や 代 替 フ ロ ン を 使 っ た

商品が安いのは、本来負担すべき回収や破壊の費用が含まれていないからです。

　Q：なぜ京都メカニズムや吸収源を
使わないのでしょうか？

　 A ： 6 ％ 削 減 は 国 内 対 策 だ け で 十 分 費 用 効 果 的 に
達 成 で き ま す 。 仮 に 京 都 メ カ ニ ズ ム を 使 っ て 対 策 を 安 く

す ま せ て も 、 そ の 分 国 内 で 増 加 さ せ て は 意 味 が あ り ま せ

ん 。 ま た 、 吸 収 源 に は 不 確 実 性 な ど の 問 題 が あ る 上 に 、

広 く 認 め ら れ る と 莫 大 な 排 出 増 加 が で き て し ま い ま す 。

これらの懸念のあるものを見込むべきではありません。
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 　地球温暖化対策を推進する機関

◇個々の対策の進捗状況や削減効果の検討・

レビュー・見直し・強化

◇対策採用基準などの明確化

◇炭素税の使途や税率の決定

◇2005年までの実証可能な進捗のためのレビュー

　 本 冊 子 は ６ ％ プ ロ ジ ェ ク ト 市 民 提 案 の 最 終 報 告 （ A 4 版 ・ 6 1 頁 ）
の概要です。報告書については下記にお問い合わせ下さい。

＜お問合せ先・６％削減市民案プロジェクト事務局＞

気候ネットワーク東京事務所　

住所・〒102-0083　東京都千代田区麹町2-7-3西川ビル2F

TEL・03-3263-9210、FAX・03-3263-9463　

E-mail・kikotko@jca.apc.org


